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ＤＭＯ導入の背景と、日本版ＤＭＯの基本概念



顧 客

旅行社

大都市圏 地 域

仕入

○○へ行こうよ！

○○においでよ！

観光関連事業者

住民や他産業も
含めた地域全体

●発地主導型から地域主導型観光への転換

着地型



「住んでよし・訪れてよし」の観光まちづくり

観光振興（交流人口の拡大）

ま
ち
づ
く
り
（暮
ら
し
の
質
の
向
上
）

Ａ B

C Ｄ

観光関連事業者の観光

従来の観光以外の産業や
住民参加の観光まちづくり

●旅行振興から観光による地域振興（観光地域づくり）へ



宿泊施設

観光施設A

観光施設B

観光施設C

ま ち

来訪者主体の観光エリア 地域住民主体の暮らしのエリア

「住んでよし訪れてよし」
観光まちづくり

地域住民の暮らしを

来訪者に「開く」

地域資源の商品化

まちを回遊して
もらう仕組み

●来訪者にまちを回遊してもらう仕組みづくり



●観光関連サービス業は若者の
憧れの職場になっているか？

●観光外の産業や人々の暮らし
に良い影響を与えているか？

●観光振興によって地域の人
びとは幸せになっているか？

●観光振興による地域へのインパクト

プラス効果 マイナス効果

1．経済的効果 観光収入の増加、雇用の創出 地価や物価の高騰

2．物理的効果 施設の建設、インフラ整備 環境への負荷 混雑

3．社会的効果 コミュニティの絆の強化 貪欲さの浸透、都市化の加速

4．心理的効果 住民意識の向上、プライドの醸成 ホスト地域に関する保守姿勢
来訪者に対する敵対心

5．文化的効果 異文化交流による新発想の創出 個々の活動の商業化
地域の伝統と価値観の強化

出典：Definition of Key Indicators for the Analysis of the Impact of Cultural Tourism Strategies on Urban Quality of Life The PICTURE Project （2005年4月）

個別最適から
全体最適へ

プラスを活か
しマイナスを
減らす取組み

観光地経営
Destination

Management



Ｓｔａｔｉｏｎ

モノ

お金

●まちの均一化と地域経済の縮小



●観光による地方創生

数値目標（KPI）の設定
・目標達成過程での生産性向上
・イノベーション(新規事業)創出

暮らしやすく
魅力的なまち

新たな雇用 適切な賃金

単価 × 数 ＝ 域内総消費額

× 地域内調達率

× 地域内経済循環

域外資金
の流入

非
経
済
的

効
果

来訪者
(交流人口)

デ
ー
タ
収
集
分
析

戦
略
・実
施



【例】1万人の観光客が平均5千円を使った場合

観光客の総消費額 5千円 × 1万人 ＝ 5千万円

5千円の内訳を、飲食3千円、土産品購入2千円とする

土産物購入による消費額 2千円 × 1万人 ＝ 2千万円

地域における土産物店の売上高の内訳が以下とすると、

原材料費 営業経費 人件費 その他 営業利益
土産物店 ６５％ １０％ １０％ １０％ ５％

原材料への経済効果 2千万円 × ６５％ ＝ １３00万円

地域内調達率

1300万円 × ９０％ ＝ 1170万円

1300万円 × １０％ ＝ 130万円

地域内への経済循環



観光事業者と地域の他産業・市
民・地域づくり等との連携が不足

１

２ 地域が主体的・戦略的な集客のノ
ウハウや仕組みを有していない

３ 圧倒的なデータ不足と曖昧な成果
評価（PDCAサイクル機能不全）

●「日本版ＤＭＯ」導入の背景

分野横断型の
プラットフォーム
の形成

４
観光推進組織の重複や、地域都合
優先による顧客ニーズとのミスマッチ

観光地マーケティ
ング機能を地域
に導入

来訪者や経済波
及効果、ＲＯＩ
等の「見える化」

地域連携を推進
しつつ推進体制
の強化・再編成



観光集客地域経営

ＤＭＯ

物品販売流通促進

地域商社

観光・サービス系
の商品開発商品開発

ﾁｰﾑ

地
域
ブ
ラ
ン
ド
構
築

ﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞ
＆ｾｰﾙｽﾌﾟﾛ
ﾓｰｼｮﾝ
ﾁｰﾑ

海外マーケット

国内マーケット

●地域の自立を進めるＤＭＯと地域商社

金融機関
による
支援体制市役所・商工会議所・観光協会

民間事業者・金融機関

１次産品・加工品
等の新商品開発



観光地マーケティングの考え方とその体制



●マーケットが変化したら対応策も変化させる

団 体

個人・
小グループ

団 体

個人・
小グループ

旅
行
会
社

不
特
定
多
数
に

広
報
宣
伝

旅
行
会
社

●
不
特
定
多
数
に
広
報
宣
伝

●
適
切
な
市
場
に
適
切
な

方
法
で
適
切
な
情
報
を
提
供



旅行会社
からの送客

個人手配の
個人・小グ
ループ

旅
行
会
社
営
業

適
切
な
市
場
に

適
切
な
方
法
で

適
切
な
情
報
を
提
供

●マーケティング＆プロモーションのプロセス

送客データ分析による
営業戦略の立案

地域資源の商品化
観光品質向上の取り組み

データ収集

プロモーション
戦略の立案

（例）



定量的・定性的に現状が「見えて」いますか？

Ｑ．まちには、どのような人が、何人くらい来ているのでしょう
Ｑ．それら来訪者は、なぜあなたのまちに来たのでしょう
Ｑ．それら来訪者は、どこから、どのようにして来たのでしょう
Ｑ．来訪者は、何度目の来訪で、域内消費額はいくらでしょう
Ｑ．来訪者の人口統計学上の特徴はどうでしょうか

勘・経験・思い
入れに頼る
計画や判断

データに
基づくアプ
ローチへ

●論理的に組み立て
た事業は検証可能

●事業の成功確率が
高くなる

デスィネーション・マーケティングの目的

客観的な事実にもとづく現状把握と意思決定



２０万人

２５万人

観光マーケティング導入

？

来訪者を
具体的に認識する

不特定多数に
広報宣伝

＋100人 ＋
2000人

＋200人
＋1000人

カテゴリーごとの
アプローチを検討・実行

調査データ（見える化）に基づくアプローチ



「マーケティング委員会」設置

調査(データ収集)の実施

データの共有と分析

『観光戦略(基本方針)』立案

事業(プロジェクト)立案と推進体制の決定

事業を実施
事業
評価

Ｐ

Ｄ Ｃ

Ｒ Research

Ａ Analysis

Ａ
適切なKPIの設定

必要データの整理



●マーケット・カテゴリー別にみた機能

①セールス部門（主に団体客)

②マーケティング＆プロモーション部門
（主に個人客）

一般的な団体旅行

教育旅行(修旅・民泊等)

スポーツ(合宿・ｲﾍﾞﾝﾄ等)

ロケ誘致

ＭＩＣＥ

医療・その他

居住地、性別・年齢、
趣味嗜好、来訪目的、
滞在形態、所得層… 等

個別ﾏｰｹｯﾄ

旅行社営業

ATA/ﾗﾝﾄﾞｵﾍﾟﾚｰﾀｰ

ｽﾎﾟｰﾂ・ｺﾐｯｼｮﾝ

ﾌｨﾙﾑ・ｺﾐｯｼｮﾝ

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ・ﾋﾞｭｰﾛｰ

受
け
入
れ
環
境
整
備

マーケテング
マネジメント



●観光地マーケティングの体制（ＣＭＯ機能）

受入環境整備

セールス エージェント等への
MICE他の営業活動

３ マーケティング
＆プロモーション

観光地
経営
CEO

/COO
ＤＭＯの自主事業

他の事業主体との連携

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

１

マ
ー
ケ

２

テ
ィ
ン
グ



観光地経営のためのデータ収集と分析



365日のうちの
約100日営業
（53週末と祝祭日）

需要の平準化
による通年雇用

●ＤＭＯのひとつの重要な役割

「閑散期の宿を埋める」

春 夏 秋 冬



春 夏 秋 冬

カテゴリＡ 数 人
単価 円

カテゴリＢ 数 人
単価 円

その他 数 人
単価 円

総 数 人
平均単価 円

３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

カテゴリＡ 数 人
単価 円

カテゴリＢ 数 人
単価 円

その他 数 人
単価 円

総 数 人
平均単価 円

日
帰
り
客

宿
泊
客

合 計

合計

●観光地域経営のためのデータ収集

Sample



来訪者満足度

初回来訪者

第1位 景観・雰囲気
第2位 観光・文化施設
第3位 スタッフ対応

第4位 住民対応
第5位 情報・案内
第6位 食事

第7位 宿泊施設
第8位 買い物
第9位 費用負担

リピーター

第1位 景観・雰囲気
第2位 スタッフ対応
第3位 住民対応

第4位 観光文化施設
第5位 食事
第6位 情報・案内

第7位 買い物
第8位 費用負担
第9位 宿泊施設

「平成26年●●市観光マーケティング調査・報告書」

●来訪者満足度調査から見えてくるもの

来訪者満足に,
最も貢献してい
るのは誰か??

よく見ると…

観光関係事業者
ではない!!

Sample



国内 海外

団体 個人 団体 個人

カテゴリーＡ

カテゴリーＢ

カテゴリーＣ

・
・
・
・

対象とする市場

受入れ

環境整備

地域外（市場）への働きかけ 域内への
働きかけ

市場別に地域外・地域内へのアプローチを組み立てる

現
状

目
標

事
業
内
容

事
業
費
用



観光

海外 国内
近隣 地元 市場

商品・
サービス

●

● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ●

● ●

●

需要と商品・サービスの考え方

訪れてよし 住んでよし
観光 まちづくり

非
観
光
地

観
光
地

飲食

小売り

宿泊

交通

施設

ｺﾝﾃﾝﾂ

宿泊



エリアごとの観光
マーケットの相違

エリア間での
経済連関

A町の
主要顧客 Ｂ町の

主要顧客

●「見える化」することでと地域連携の糸口を探る

観光地
Ａ町

Ｂ町における
Ａ町観光産
業従事者の
居住者数



観光庁のＤＭＯ登録法人に求められるＫＰＩ

●旅行消費額 ●延べ宿泊者数 ●来訪者数 ●リピーター率

平均単価 数 域内残額

宿泊者 40,000 5万人 50％ 10億円

日帰者 2,000 20万人 50％ 2億円

宿泊者 40,000 5万人 60％ 12億円

日帰者 2,000 40万人 50％ 4億円

宿泊者 30,000 ５万人 80％ 12億円

日帰者 1,000 50万人 80％ 4億円

域内
調達率

Ａ市
25万人
12億円

Ｂ市
45万人
16億円

Ｃ市
55万人
16億円

●域内残高 ＝ 単価 × 数 × 域内調達率



域
外

域
内

卸

製
造

売上

自
社
実
店
舗
販
売

・新商品開発
・商品改善

・多店舗展開
・通信販売地域商社

非
自
社

実
店
舗

販
売

●地域の販売店を「地域商社」へ



ＤＭＯ/ＤＭＣの財源と組織構造



Public

公共性(公益性)

Profit

営利性

DMO

DMC

Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ

観光まちづくり
組織やＴＭＯ、ま
ちづくり公社など

●公共性と営利性からみる観光地域づくりの主体の整理



●CEO/COO

CMO●

DMO対象エリア

外部専門家

CMO

指導
育成

●

マーケター

●ＤＭＯを担う人材（経営人材＋専門人材）

DMOの組織経営

観光による地域経営
経済波及効果・関連雇用者数
・税収・新規開業数・想起率

入込者数・宿泊者数
・再来訪率・来訪者満足度



ＤＭＯ組織の経営 観光地域の経営

●ＣＥＯ/ＣＯＯに求められる２つの経営

・組織内部の資金を活用

・組織内部で意思決定

・交換の原則が明らか

・複合的な利害関係者を動かす

・組織外の資金を活用（関与）

・関係者間における意思決定

・交換の原則が多様で複雑

・職務権限・業務分掌に
もとづいて人を動かす

意思
決定

金

人

交換
原則

手法が体系化されている 体系化されていない



来訪者

地域内
事業者

行 政
ＤＭＯ

¥③

¥①

¥②

観光まちづくり
組織やＤＭＣ

¥⑤
①税金の投入額
②来訪者消費額
③域内の納税額
④ｻｰﾋﾞｽ対価額
⑤法定目的税/
法定外目的税

⑥事業者の負担額

一般会計
特別会計

市場への
働きかけ

●ＤＭＯ・ＤＭＣの財源と資金還流のメカニズム

ＲＯＩ＝②／①
ＲＯＩ＝③／①

地域住民

市 場

¥④¥⑥



一
般
財
源
か
ら
の

補
助
金
や
委
託
金

収
益
事
業
や

民
間
資
金

自治体の財政事情から
補助金は減少傾向

スポンサーシップや
収益事業等による
自主財源の拡大

目的税等の
特定財源

日本版ＤＭＯの財源の在り方と方向性

高
ま
る
自
主
財
源
と
特
定
財
源
の
比
率



公的
資金

民間
資金

・補助金
・委託金
その他

・会費
・寄付金
・収益事業

・協働
・利益分配
・新ｻｰﾋﾞｽ
その他

・ＫＰＩ設定
・成果評価
・ｱｶｳﾝﾀ
ﾌﾞﾙな体制

●財源 種類 要件 留意点

説明責任
（議会・有権者）

ROI
Return on investiment

公共性
民業調整
継続性

●ＤＭＯの財源の種類と要件・留意点



宿泊税 東京都・大阪府・京都市ほか

入域税 伊平屋村・伊是名村環境協力税（＠100円：2‐3百万円/年）

入湯税 税額の嵩上げ（釧路市・別府市など）

遊漁税 河口湖町 （＠200円・834.9万円/年 2017実績）

レンタカー税

リフト税

アウトドア事業者税

その他 観光施設利用者への課税など

特定財源の可能性（税）



宿泊事業者

飲食・小売(土産)

農・漁業事業者

バス・タクシー等交通

観光・旅行事業者

■関係自治体
（都道府県・市区町村）

税
収
増
②

税
収
増
①

例1

例2

例3

例4

例1：宿泊税 例2：レンタカー税
例3：リフト税 例4：入湯税

地域の
事業者が
稼ぐ

税収が
上がる

観光客が
増える

新たな
投資

観光まちづくり

DMOによる
マーケテイング
＆マネジメント

関連自治体/
関係省庁/ＪＮ
ＴＯ等と連携

ROIはじめ成果
評価の明確化

投資①

投資②

税収の一
部を直接
ＤＭＯへ

■民間事業者・金融機関

●経済循環(税投資)



収益事業のアイデア

ﾗﾝﾄﾞｵﾍﾟﾚｰﾀｰ事業・周遊ﾁｹｯﾄ販売
着地型旅行商品の開発・予約・販売

指定管理・ＰＰＰスキームの構築

コスト部門を収益部門へ

顧客データをもとにＣＲМによる
地域のファンづくり

物販・人材派遣・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ会費
広告代理業ほか地域の事業者支援

旅行系事業

公共ｲﾝﾌﾗ活用

イベントの収益化

ふるさと納税

その他



市 場

来
訪

来訪者の消費

ＤＭＯ

市場への
働きかけ

来訪者の消費により
便益を受ける事業者

＄82百万

＄150億

州政府の一般財源

宿泊事業者

来訪者が負担する税

＄403百万ＴＡＴ

住民・事業者が負担
する税や消費税

ＴＡＴによる
一般財源の拡大

観光
目的



市 場

来
訪

ＤＭＯ

市場への
働きかけ

来訪者の消費により
便益を受ける事業者

政府財源 観光開発
目的財源

宿泊事業者

来訪者が負担
する税 ＴＯＴ

住民・事業者が負
担する税や消費税

ＭＩＣＥ施設

金融市場

債権発行に
よる資金調達

元金・金利
の返済

施設
建設

維持管理



市 場

来
訪

ＤＭＯ

市場への
働きかけ

来訪者の消費により便益を受ける事業者

Levy Tourism Levy 

フリーライダーを許さず強制的
に徴収した資金をＤＭＯ財源と
する仕組み。オーストリアのチ
ロル州においても同様の強制会
費の仕組みがある

Tourism 

Levy

情報開示と
説明責任



市場

来
訪

来訪者の
消費

ＤＭＯ

市場への
働きかけ

来訪者の消費により
便益を受ける事業者

政府の
一般財源

宿泊事業者

住民・事業者が負担
する税や消費税

ＴＩＤ

TID

Tourism Improvement District

行政の予算・議会承認・執行とは
異なるプロセスで資金投入される

宿
泊
税



ＤＭＯの特定財源

●宿泊税

●TIDやLeby（強制会費）など

●スイスのケース

宿泊税をはじめ観光事業者から徴収する広告税や観光振興税・政府の補助
金などが観光振興やDMO財源に充てられる。「宿泊税は来訪者から徴収す
るお金なので来訪者の便益を高めるために支出されるべきである」という
考え方により、観光客向けの施設・インフラ整備やサービス向上を目的に
支出することが法律で規定されている。広告税や地域観光税がマーケティ
ングやイベント経費に充当される。

●ドイツのケース

宿泊税と保養地税があり、宿泊税の使途は限定されていないが保養地税は
宿泊客向けサービスとして還元されなくてはならないと規定されている。

日本の宿泊税は
必ずしも

ＤＭＯ財源とは
結びつかない



観光地域振興の目的は地域経済への貢献であり、観光振興に
より、地域経済を正のスパイラルで回していくことが重要

観光による地域経済の循環サイクルを回すエネルギー源となる
投資資金は、誰が提供し、誰がどう回収するのが適切なのか

観光による地域経済循環の考え方を整理して、「観光による域
内資金循環の仕組み」を設計・構築していくことが必要

●まとめ



現 行 理 想 コメント

行政 ＤＭＯ その他

ＶＩＳＯＮの作成

達成目標（ＫＧＩ）の設定

戦略（基本方針）の策定

戦略目標（ＫＰＩ）の設定

事業立案の権限

予算編成の権限

事業執行の権限

成果評価

権限はどこにあるのか？



議
決

観光行政と観光協会の意思決定メカニズム

首 長 議 会

予算・事業計画の策定

総会・役員会補助金や
委託金

事業②

事業①

地域

観光振興系
の部局

参加

観光行政

予算計画
▼

財務と調整
▼

首長決算
▼

議会議決
▼

予算執行

観光協会

行政と調整

▼

▼
総会・理事会

▼
事業を実施

観光協会

市場



市 場

首 長 議 会

事業計画・予算の策定

役員会

地 域

ＤＭＯ部署

ＤＭＯ

上位概念の計画

財政支出

成果評価

承認

観光協会とＤＭＯの意思決定の仕組み（案）

参加

地域への

働きかけ

市場への働きかけ

一般財源・特定財源



観光行政

観光協会
ＤＭＯ

権 限 専門性 待 遇 М機能

高 中 高 弱

低 中 低 弱

観光行政

ＤＭＯ

権 限 専門性 待 遇 М機能

ー （新） 高 ー

高 高 高 強

従
来
の
体
制

新
た
な
体
制

（「Ｍ機能」はマネジメント機能の強さ）

予算や事業内容の意思決定（権限）をＤＭＯへ

ＤＭＯＧ：Ｄestination Management Organization controlled by Government



マネジメント
機能が強い

組織的

非組織的

マネジメント
機能が弱い

新たな観光まち
づくりの推進母体

観光行政
・観光協会

観光行政・観光協会
＋

観光カリスマのようなリーダー

●地域の観光マネジメント構造

組織の力によるマネジメント

個人の力によるマネジメント



●推進体制の「見える化」を考える

市町村と都道府県

Ａ市

Ａ観光協会

Ｂ市

Ｂ観光協会

Ｃ町

Ｃ観光協会

県

観光協会（連盟／機構）

広域観光組織

●調査・データ分析による
基本戦略と事業立案

●マーケティング＆プロモーション

●クオリティ・コントロール(品質管理)

●経済統計

どの機関が、どの機能を
担うのが最適か？

そもそも、県・Ａ市・Ｂ市・Ｃ町・・・が、
個々にすべての機能を有する必要があるのか？




